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2024年度 第3四半期決算

将来情報に関するご注意

本資料には、当社の中期経営計画等についての様々な経営⽬標及びその他の将来予測が開⽰されています。これらは、当社の経営陣が中
期経営計画を成功裡に実践することにより達成することを⽬指していく⽬標であります。これらの経営⽬標及びその他の将来予測は、将来の
事象についての現時点における仮定及び予想並びに当社が現時点で⼊⼿している情報に基づいているため、今後の四囲の状況等により変化
を余儀なくされるものであり、これらの⽬標や予想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。したがって、これらの情報に全⾯的に
依拠されることは控えられ、また、当社がこれらの情報を逐次改訂する義務を負うものではないことをご認識いただくようお願い申し上げます。

2025年2⽉4⽇
住友商事株式会社
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1. 2024年度第3四半期決算サマリー

2024年度第3四半期決算サマリー

進捗率
2024年度
通期⾒通し

(25/2公表)

2024年度
通期⾒通し

(24/10公表)
前年同期⽐2024年度

第3四半期実績
2023年度

第3四半期実績
②/③③②-①②①

74%5,6005,300+1244,1654,041当期利益
（親会社の所有者に帰属）

-400200△160280440⼀過性損益

75%5,2005,100+2803,8803,600⼀過性を除く業績

（単位︓億円）

• 年間配当予想(1株当たり) 10⽉公表予想130円（中間︓65円、期末︓65円（予定））
• ⾃⼰株式取得 500億円 (期間︓2024年5⽉7⽇〜2024年6⽉17⽇で取得、全株消却済)
• 総還元性向40%以上の⽅針の下、追加還元を実施予定（⽅法・⾦額等は今後検討）

2024年度
株主還元

 2024年度第3四半期累計の四半期利益（親会社の所有者に帰属）は4,165億円。
 通期業績⾒通しは5,600億円へ上⽅修正。（10⽉公表⾒通しに織り込んでいたバッファー△200億円は取崩し、セグメント毎の通期⾒通しを更新）
 総還元性向40%以上の⽅針の下、追加還元を実施予定。（⽅法・⾦額等は今後検討）
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2. 2024年度第3四半期実績（四半期利益（親会社の所有者に帰属））

ハイライト

*1 資源ビジネスは「資源グループ」と、エネルギートランスフォーメーショングループのうち「ガスバリューチェーンSBU」の合計です。
*2 ⾮資源ビジネスは全社計から「資源ビジネス」と「消去⼜は全社」を差し引いて算出しております。
*3 資源ビジネス、⾮資源ビジネス、消去⼜は全社の⾦額は⼀過性を除く業績を表⽰しております。
*4 2024年4⽉1⽇付の機構改正に伴い、2023年度第3四半期累計実績の⼀過性を除く業績の内訳を組み替えて表⽰しております。

• 資源ビジネス（+30億円）
アルミ価格上昇 等

• ⾮資源ビジネス（+590億円）
リース事業 堅調
不動産事業 好調
海外発電事業 好調
建設機械 建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担増
アグリ事業 市況下落や農家収⼊減に伴う需要減

及び前期の天候不順による影響が継続
• ⼀過性損益

当期 ティーガイア売却関連益
マダガスカルニッケル事業 債務整理に伴う株主融資に係る損失、

及び税効果あり
• 円安の影響あり

（参考）USD期中平均レート︓2023年度 第3四半期 143.33
2024年度 第3四半期 152.63

 2024年度第3四半期累計の四半期利益（親会社の所有者に帰属）は4,165億円となり、前年同期⽐で124億円の増益。
 ⾮資源ビジネスの⼀過性を除く業績は、第3四半期累計で過去最⾼となる3,020億円。

340

2,430 3,020 

830 
860 

440 280

2023年度
第3四半期累計

2024年度
第3四半期累計

四半期利益実績（前年同期⽐）

⼀過性損益
資源ビジネス
⾮資源ビジネス
消去⼜は全社

（単位︓億円）

4,1654,041
*1 *3

*2 *3

*4

*3
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増減要因増減額四半期利益セグメント
・鋼管︓北⽶鋼管事業 市況軟化
・鋼材︓中国等における需要低迷の影響△38鉄鋼

・⾃動⾞流通販売・国内オートリース事業︓堅調に推移
・タイヤ︓前年同期 ⼀過性利益あり△105⾃動⾞

・輸送機︓リース事業・船舶事業を中⼼に堅調に推移、前年同期 ⼀過性利益あり
・建設機械︓建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担増により減益△128輸送機・建機

・不動産事業︓好調+201都市総合開発

・エチオピア通信事業︓⽴ち上げコスト増加等あり ・国内主要事業会社︓堅調に推移
・当期 ティーガイア売却関連益あり ・メディア事業︓前年同期 ⼀過性利益あり+82メディア・デジタル

・欧⽶州⻘果事業︓メロン事業不調なるもバナナ・パイナップル事業好調
・北⽶マッシュルーム事業︓⽣産安定化施策の効果により業績改善+52ライフスタイル

・アルミ︓価格上昇 等
・マダガスカルニッケル事業︓債務整理に伴い、株主融資に係る⼀過性損失を計上 等+91資源

・アグリ事業︓市況下落や農家収⼊減に伴う需要減、前期の天候不順による影響が継続
・ライフサイエンス︓医薬品関連取引・ペットケア関連事業 好調+33化学品・エレクトロニクス・農業

・海外発電事業︓好調に推移+261エネルギートランスフォーメーション

・社内制度変更の影響あり△325消去⼜は全社 5
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3. 2024年度第3四半期実績（セグメント別四半期利益）
2023年度 第3四半期累計実績︓4,041億円（うち、⼀過性を除く業績︓3,600億円）
2024年度 第3四半期累計実績︓4,165億円（うち、⼀過性を除く業績︓3,880億円）

上段︓2023年度 第3四半期累計実績

下段︓2024年度 第3四半期累計実績

（単位︓億円）
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4. ⼀過性を除く業績 四半期推移
 当第3四半期は不動産案件の引渡し増があったほか、他ビジネスも堅調に推移。
 当第4四半期は⾮資源ビジネスが引き続き堅調に推移することに加え、資源ビジネスでの南アフリカ鉄鉱⽯事業の持分利益の取込みを⾒込む。

△ 20 30 60 30 70 150 120 30 40 △ 30 △ 10
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1,410

1,820

1,130 1,180 1,120

1,450

1,030

1,410
1,280

1,190

1,410

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

資源（⼀過性除く）
⾮資源（⼀過性除く）
消去⼜は全社（⼀過性除く）
⼀過性損益（グラフ下段□囲み）

⼀過性を除く業績合計（上段太字）

* 2024年4⽉1⽇付の機構改正に伴い、2022年度、2023年度の⼀過性を除く業績の内訳を組み替えて表⽰しております。

+210+80△10△1,580+160+100+170△170+10+130+140

2024年度2023年度2022年度

第3四半期第2四半期第1四半期第4四半期第3四半期第2四半期第1四半期第4四半期第3四半期第2四半期第1四半期

（単位︓億円）

* *
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2024年度
第3四半期実績

(24/4〜12)

中期経営計画2026
3年合計計画
(24/4〜27/3)

（単位︓億円）

Cash In

+4,924+20,000〜キャッシュ・フロー収益⼒
+1,600+8,000〜資産⼊替

Cash Out

△6,000△18,000 〜投資
（△5,300）（△14,000 〜）（注⼒／バリューアップ）

（△600）（△4,000 〜）（育成／再構築）

△2,050△7,000 〜株主還元

△1,500⿊字
株主還元後
フリーキャッシュ・フロー
（運転資⾦の増減等を除く）

5. 2024年度第3四半期実績（キャッシュ・フローの状況）
 コアビジネスが着実にキャッシュを創出。
 注⼒事業における成⻑投資に経営資源を重点的に配分。

*2 キャッシュ・フロー収益⼒＝（売上総利益+販売費及び⼀般管理費（除く貸倒引当⾦繰⼊額）+利息収⽀+受取配当⾦）×（1−税率）+持分法投資先からの配当+減価償却費+リース負債⽀払

*1

*1 「中期経営計画2026」におけるキャッシュ・フローアロケーション⽅針は以下の通り。
   ・株主還元後フリーキャッシュ・フロー（運転資⾦の増減等を除く）の⿊字  ・投資機会・事業環境・キャッシュ・フローの状況等に応じて、株主還元と成⻑投資に資⾦を配分し、ROE向上を図る

ハイライト

*2

キャッシュ・フロー収益⼒
• コアビジネスが着実にキャッシュを創出

資産⼊替
• 政策保有株式の売却
• ⽶国製薬事業の売却に伴う資⾦回収 等

投資
• ノルウェー洋上⾵⼒⽀援船保有・運⾏会社出資
• 建設機械代理店企業 BIA Groupへの出資
• SCSKによるネットワンシステムズ取得
• インド都市ガス事業出資 等

株主還元
• 配当⾦の⽀払、⾃⼰株式の取得
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6. 2024年度第3四半期実績（財政状態）
 営業資産の増加等により、総資産は12.1兆円に増加。（前期末⽐約+10,500億円）

総資産 +10,487（120,813←110,326）
• 円安の影響による増加（約+1,400億円）
• 営業資産の増加
• SCSKにおけるネットワンシステムズ新規連結の影響

• 円安の影響による増加（約+600億円）
• 当期利益の計上
• 配当⾦の⽀払・⾃⼰株式の取得

株主資本 +2,496（46,951←44,455）

増減2024年度
第3四半期末2023年度末

+5,04657,40352,357流動資産

+5,44163,41057,969⾮流動資産

+10,487120,813110,326資産合計
+2,53934,12431,585その他負債

+4,936
(+4,643)

36,953
(29,877)

32,017
(25,234)

有利⼦負債
（現預⾦Net後）

+7,47471,07763,603負債合計
+2,49646,95144,455株主資本

+10,487120,813110,326負債及び資本合計

±0.0pt0.60.6D/E Ratio（Net）
+6.77158.18151.41為替 (円/US$)

（単位︓億円）

*1

*2

*1 有利⼦負債…社債及び借⼊⾦(流動・⾮流動)の合計（リース負債は含まず）
*2 株主資本…資本の内、「親会社の所有者に帰属する持分合計」

ハイライト
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7. 2024年度通期⾒通し（セグメント別）

セグメント毎の年度末までの⾒⽴て進捗率
②/①

第3四半期
実績

②

通期⾒通し
(25/2公表)

①

通期⾒通し
(24/10公表)セグメント

・鋼管︓北⽶事業 市況回復を⾒込む
・鋼材︓中国等における需要低迷の影響継続74% 535 720740鉄鋼

・⾃動⾞流通販売︓堅調に推移78%403 520500⾃動⾞
・輸送機︓リース事業・船舶事業を中⼼に堅調に推移
・建設機械︓建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担増が継続78%658 840830輸送機・建機

・不動産︓想定通りの案件引き渡しを⾒込む58% 435 750750都市総合開発

・国内主要事業会社︓堅調に推移82%354 430420メディア・デジタル

・欧⽶州⻘果事業︓バナナ事業の好調維持を⾒込む79%110 140140ライフスタイル

・南アフリカ鉄鉱⽯事業︓第4四半期に持分利益計上あり
・豪州⽯炭事業︓⾬季の影響等により計画通り⽣産数量減69%617 890860資源

・アグリ事業︓ブラジルにて販売減及び追加の貸倒損失を⾒込む88%212 240390化学品・エレクトロニクス・農業
・海外発電事業︓堅調に推移するも、期末に⼀過性損失の計上を⾒込む
・国内電⼒⼩売事業・ガスバリューチェーン︓堅調に推移82%837 1,020970エネルギートランスフォーメーション

・バッファー△200億円取崩し、期末に⼀過性利益の計上を⾒込む9% 5 50△300消去⼜は全社

74%4,165 5,6005,300合計

（単位︓億円）

 当第3四半期迄の順調な進捗と、為替前提を含む⾜元の事業環境を踏まえ、セグメント別通期⾒通しを修正。
 10⽉公表⾒通しに「消去⼜は全社」にて織り込んでいたバッファー△200億円は取崩し。
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センシティビティ*4FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24 実績FY23 実績

（年間ベース、25/2公表）Q1-3Q3Q2Q1通期Q1-3

+20億円（1円/US$の円安）146.38153.22*3152.63152.37149.68155.85144.59143.33（円）円/US$為替
-0.25%0.30%0.20%0.31%0.20%0.10%△0.02%△0.03%（円）TORF 3M

⾦利
-4.75%4.75%4.97%4.50%5.08%5.33%5.30%5.29%（US$）SOFR 3M

4.6億円（US$100/MT）
46.646.834.512.111.510.941.330.1（千MT）持分⽣産量

銅
9,2229,1489,1349,2109,7538,4388,4768,582（US$/MT）価格*2

-*5
-15.812.23.64.64.117.314.5（千MT）持分⽣産量

ニッケル
7.927.757.677.277.388.358.689.06（US$/lb）価格

0.8億円（US$1/MT）
1.31.31.00.30.40.31.10.9（百万MT）持分出荷量

原料炭
216214219203211242287280（US$/MT）価格

1.7億円（US$1/MT）
4.1 4.2 3.6 1.41.11.14.23.4（百万MT）持分出荷量

⼀般炭
136136138138141136142148（US$/MT）価格

5.0億円（US$1/MT）
6.06.03.70.72.50.66.23.9（百万MT）持分出荷量

鉄鉱⽯*1
112110112100112124120117（US$/MT）価格*2

0.9億円（US$1/MT）
0.80.80.4-0.4-0.90.4（百万MT）持分出荷量

マンガン鉱⽯*1
251242264310295187209217（US$/MT）価格*2

-48048035013013090380280（千MT）持分⽣産量LNG

8. 前提条件及び センシティビティ
市況価格及び資源権益持分⽣産量

価格は市場情報に基づく、⼀般的な取引価格。
*1 南アフリカ鉄鉱⽯事業の鉄鉱⽯、マンガンの持分出荷量は、Q2、Q4のみに含まれております。
*2 主要投資先の決算期に合わせ、1⽉〜12⽉の商品価格を記載しております。
*3 Q4は155円/US$の前提で算出しております。
*4 為替は海外事業会社の税後利益を円換算する際の影響額を、資源価格は収益変動による税後利益の影響額を算出しております。
*5 現在、価格変動に伴う持分損益の変動はありません。詳細はP.30 「12. セグメント別補⾜情報（資源グループ）」を参照ください。
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主な内容累計Q4Q3Q2Q1

0000鉄鋼

エアバッグ⽤クッション製造・販売事業 売却関連損失︓約△50
⾃動⾞製造・エンジニアリング事業 再編益︓約+10
エアバッグ⽤クッション製造・販売事業 売却関連損益︓約+10、モビリティサービス事業 資本再編益︓約+20

Q1
Q2
Q3

△103010△50⾃動⾞

SMFLにおける株式売却関連益 等︓約+30、⽶国航空機パートアウト事業⼦会社化に伴う評価益︓約+20Q3505000輸送機・建機

SMFLにおける株式売却関連益 等︓約+10Q3101000都市総合開発

ティーガイア売却関連益︓約+180Q318018000メディア・デジタル

国内ヘルスケア事業︓約+30Q3303000ライフスタイル

尼バツ・ヒジャウ銅鉱⼭権益Deferred Payment売却益︓約+30
マダガスカルニッケル事業︓約△60（債務整理に伴い、株主融資に係る損失を計上︓約△190*2、税効果︓約
+130）

Q2
Q3

△30△60300資源

⽶国製薬事業 売却関連損益︓約+40
ブラジル農業資材直販事業 貸倒損失︓約△20

Q1
Q3

20△20040化学品・エレクトロニクス・農業

電⼒EPC分野における⼯事損失引当取り崩し︓約+40
電⼒分野︓約△20（国内⾵⼒発電事業撤退損失）、電⼒EPC案件における過年度損益修正︓約+10

Q2
Q3

30△10400エネルギートランスフォーメーション

27020080△10合計
101000消去⼜は全社

28021080△10連結
*1 ⼀過性損益は、⼀億の位を四捨五⼊して表⽰しております。
*2 詳細はP.30 「12. セグメント別補⾜情報（資源グループ）」を参照ください。

9. セグメント別⼀過性損益 四半期別内訳（2024年度）
（単位︓億円）*1
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主な内容累計Q4Q3Q2Q1
鋼管事業の構造改⾰による利益︓約+20
シーディングビジネスにおける評価損︓約△10

Q1
Q410△100020鉄鋼

⽶国タイヤ販売事業 直営⼩売事業売却に伴う利益 等︓約+150
⽶国タイヤ販売事業 事業再編コスト計上︓約△10
⽶国タイヤ販売事業 事業再編コスト計上︓約△10
北欧駐⾞場事業における減損損失︓約△120、⾃動⾞製造事業における撤退損︓約△30、
インドネシア⾃動⾞⾦融事業 資本再編︓約+20

Q1
Q2
Q3
Q4

0△140△10△10150⾃動⾞

航空機リース事業における保険⾦受領︓約+270Q328010270100輸送機・建機
英国⽔事業売却に伴う減損損失︓約△80、航空機リース事業における保険⾦受領︓約+70Q3△200△2000都市総合開発
メディア分野における事業再編益︓約+80
ミャンマー通信事業における貸倒引当⾦︓約△350

Q2
Q4△260△3500900メディア・デジタル

海外ヘルスケア事業︓約+20
欧⽶州⻘果事業における固定資産減損損失︓約△80、
北⽶マッシュルーム事業︓約△40（固定資産減損損失︓約△60、⽕災保険⾦受領︓約+20）

Q2
Q4△100△1200200ライフスタイル

資源分野︓約+10
資源上流売却案件にかかる税負担補償︓約△20
マダガスカルニッケル事業 減損損失︓約△890、資源分野︓約△20、
南アフリカ鉄鉱⽯事業 減損戻⼊︓約+100

Q1
Q2
Q4△820△8000△2010資源

アグリ事業 税還付︓約+30
アグリ事業 税還付︓約+10
化学品・エレクトロニクス分野︓約△50、⽶国製薬事業 売却関連損失︓約△50

Q2
Q3
Q4

△60△10010300化学品・エレクトロニクス・農業

電⼒EPC追加コスト︓約△20
バーレーン発電・造⽔事業（Hiddプロジェクト）における減損損失︓約△90、
エネルギー分野における過年度損益修正︓約+10
電⼒分野︓約△40 (減損損失︓約△10、その他︓約△30）、EII分野︓約△20

Q2
Q3

Q4

△150△60△70△200エネルギートランスフォーメーション

△1,130△1,580170110170合計
△100△1000消去⼜は全社

△1,140△1,580160100170連結
* ⼀過性損益は、⼀億の位を四捨五⼊して表⽰しております。

9. セグメント別⼀過性損益 四半期別内訳（2023年度）
（単位︓億円）*
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10. 2024年度通期⾒通し（セグメント別当期利益）
2024年度通期⾒通し（25/2公表）2024年度通期⾒通し（24/10公表）

⼀過性を除く業績⼀過性損益当期利益（親会社の
所有者に帰属）⼀過性を除く業績⼀過性損益当期利益（親会社の

所有者に帰属）

7200720720 20 740 鉄鋼

51010520470 30 500 ⾃動⾞

77070840790 40 830 輸送機・建機

74010750740 10 750 都市総合開発

250180430240 180 420 メディア・デジタル

11030140110 30 140 ライフスタイル

85040890760 100 860 資源

250△10240360 30 390 化学品・エレクトロニクス・農業

1,050△301,020940 30 970 エネルギートランスフォーメーション

5,2503005,5505,130 470 5,600 合計

△5010050△30 △270 △300 消去⼜は全社

5,2004005,6005,100 200 5,300 連結

（単位︓億円）
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220
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⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓680

主要指標

持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

66615168%100.00 住友商事グローバルメタルズグループ *

55252342%100.00ERYNGIUM

3△11010%100.00 EDGEN GROUP

（単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（鉄鋼グループ）

* 住友商事グローバルメタルズが出資関係に拠らず運営に関与・⽀援している事業会社等の業績を含む同社の
管理上業績は、FY23 Q1-3実績171億円、 FY24 Q1-3実績164億円、FY24 通期⾒通し（2⽉）183億円となっております。

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

740720△38535573当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+200約△200約+20⼀過性損益

約720約720約△30約530約560⼀過性を除く業績

180 170 180

Q1 Q2 Q3 Q4

進捗率
74%

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓720

FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約△30億円）の主な要因

鋼管
北⽶鋼管事業 鋼管価格はQ3に底打ち

Q4以降市況回復を⾒込む
他地域鋼管事業 好調に推移

鋼材
中国等における需要低迷の影響継続

鋼管
北⽶鋼管事業 市況軟化
他地域鋼管事業 好調

鋼材
中国等における需要低迷の影響

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 Q1-3実績︓70億円）
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FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約+40億円）の主な要因

⾃動⾞製造・エンジニアリング
⽣産体制最適化の進捗に遅れあり

⾃動⾞流通販売
堅調に推移

モビリティサービス
⾃動⾞⾦融事業 クレジットコスト増加

タイヤ
 Q2時点の想定より市場回復に遅れあり

⾃動⾞流通販売
旺盛な⾞両需要を取り込み、堅調
前期SPOTの⼤⼝取引あり

モビリティサービス
国内オートリース事業 中古⾞市場好況により

増益

タイヤ
構造改⾰により改善も、需要軟化の影響継続

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 Q1-3実績︓110億円）

⼊替
エアバッグ⽤クッション製造・販売事業売却

80
160 140 150

0

100

200

300

400

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓520

主要指標

持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

20221925%100.00住友商事パワー&モビリティ*1, *2

86907361%40.43住友三井オートサービス

-*3-*3△1162%50.00TBC

（単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（⾃動⾞グループ）

*1 他セグメントの持分を含めた全社合計の⽐率及び⾦額を表⽰しております。
*2 住友商事パワー&モビリティの⾃動⾞関連ビジネスの業績は当セグメントに、社会インフラ関連ビジネスの業績は

都市総合開発グループ、電⼒関連ビジネスの業績はエネルギートランスフォーメーショングループに帰属しております。
*3 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

500520△105403509当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+30約+10約△140約△10約+130⼀過性損益

約470約510約+40約420約380⼀過性を除く業績

120
150 140

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓510

進捗率
82%
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FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約+90億円）の主な要因

輸送機
 リース事業 航空機リースを中⼼に堅調に推移、

期末にクレジットコストを⾒込む
船舶事業 堅調に推移

建設機械
建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担

増が継続

輸送機
 リース事業 航空機リースを中⼼に堅調
船舶事業 堅調

建設機械
建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担

増により減益

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 Q1-3実績︓890億円）
 ノルウェー洋上⾵⼒⽀援船保有・運⾏会社

出資（2024年6⽉）
建設機械代理店企業 BIA Groupへの出資

（2024年9⽉）
⽶国建機レンタル 更新投資、資産積み増し

170 160 190 170
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400

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓680

主要指標 （単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（輸送機・建機グループ）

*1 他セグメントの持分を含めた全社合計の⽐率及び⾦額を表⽰しております。
*2 全社持分割合のうち、10/50については、都市総合開発グループに帰属し、40/50のうち、三井住友ファイナンス＆リース経由の住友

三井オートサービスへの出資持分は、⾃動⾞グループに帰属しております。
*3 同社決算発表が未了のため、 持分損益のFY24 Q1-3実績には、FY24 Q2実績を記載しております。

FY24 Q1-3実績は、当社通期決算発表時に開⽰します。
*4 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

830840△128658786当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+40約+70約△230約+50約+280⼀過性損益

約790約770約+90約600約510⼀過性を除く業績

200 190 210

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓770

持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

426426448685%50.00三井住友ファイナンス&リース*1, *2

-*4-*4120*3486-SMBC Aviation Capital

進捗率
78%
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持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

22221613%100.00住商グローバル・ロジスティクス
15181216%100.00住商リアルティ・マネジメント
1513911%100.00住商セメント
24251214%100.00住商ビルマネージメント
2016*1126%100.00住商建物
14505826%100.00SCOA REAL ESTATE PARTNERS

FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約+180億円）の主な要因

不動産事業
想定通りの案件引渡しを⾒込む

不動産事業
好調

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 Q1-3実績︓520億円）
国内外不動産案件 取得

⼊替
国内外不動産案件 売却

90
130

30

230
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400

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓480

主要指標 （単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（都市総合開発グループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

750750+201435234当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+10約+10約+30約+10約△20⼀過性損益

約740約740約+180約430約250⼀過性を除く業績

140
60

220

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓740

進捗率
58%

* 2025年1⽉1⽇を効⼒発⽣⽇として、不動産事業を⾏う「住商レジデンシャル株式会社（分割時に商号変更）」とマンション
管理事業を⾏う新設会社「住商建物株式会社」に会社分割を実施しましたが、2社合算の数値を記載しております。
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持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

349349263315%50.00JCOM

70705950%45.00ジュピターショップチャンネル*2

219226151143%50.59*3SCSK

18-*1-*110%-*1ティーガイア

-*5-*5△110*4△35*4%25.23SAFARICOM 
TELECOMMUNICATIONS ETHIOPIA

FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（0億円）の主な要因

国内主要事業会社
堅調に推移

エチオピア通信事業
⽴ち上げコスト継続
現地通貨切り下げに伴う影響が継続

国内主要事業会社
堅調

エチオピア通信事業
⽴ち上げコスト増
現地通貨切り下げに伴う、為替評価損及び

取込損失（ドル貨）縮⼩の影響あり

その他トピックス主な投資・⼊替実績

FY24 Q3にティーガイアを持分法適⽤対象外とし
ましたが、当社が保有する同社株式の売却プロセ
スは、FY25 Q1を⽬途に完了する予定です。

投資（FY24 Q1-3実績︓3,050億円）
 SCSK 設備投資
 SCSK ネットワンシステムズ取得
 エチオピア通信事業 増資

70 70
40

70

0

100

200

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓250

主要指標 （単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（メディア・デジタルグループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

420430*1+82354272当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+180約+180*1約+90約+180*1約+90⼀過性損益

約240約2500約180約180⼀過性を除く業績

70

10

100

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓250

*1 2024年9⽉30⽇付で開⽰したティーガイアに対する⾮公開化協⼒契約に基づき、取引が進捗しています。
当社は、公開買い付けが成⽴したことから、FY24 Q3にティーガイアを持分法適⽤対象外とし、評価益を計上しました。
FY24 Q1-3実績及びFY24 通期⾒通し（2⽉）は、開⽰可能になり次第、差し替えます。

*2 他セグメントの持分を含めた全社合計の⽐率及び⾦額を表⽰しております。
当セグメント持分⽐率/全社持分割合はFY23 Q1-3実績は30/45、FY24 Q1-3実績及び通期⾒通しは37.5/45です。
（FY23 Q1-3実績の15/45、FY24 Q1-3実績及び通期⾒通しの7.5/45については、ライフスタイルグループに帰属）

*3 2024年7⽉より持分⽐率を50.60%→50.59%に変更しております。
*4 実績は半期毎の開⽰としており、Q1-3実績にはQ1-2実績を記載しております。
*5 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。

進捗率
72%
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持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

57574545%100.00サミット
14161411%100.00フェイラージャパン
30322822%100.00住商フーズ
13139*213%25.29*1ウェルネオシュガー
3839130%100.00FYFFES

△90△4△26%100.00HIGHLINE
23231419%100.00トモズ

FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約+40億円）の主な要因

欧⽶州⻘果事業
バナナ事業 好調を維持

国内スーパーマーケット事業
好調に推移

ヘルスケア
国内ドラッグストア事業はQ4偏重も、先⾏費⽤

計上あり

欧⽶州⻘果事業
外部要因によりメロン事業が不調なるも

バナナ・パイナップル事業好調

北⽶マッシュルーム事業
⽣産安定化施策の効果により改善

ヘルスケア
調剤報酬改定の影響

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 Q1-3実績︓290億円）
⽶国ヘルスケア事業 参⼊（2024年4⽉）
国内調剤薬局事業の拡⼤

⼊替
国内ヘルスケア事業 株式売却

10
0

30 30

0

100

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓70

主要指標 （単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（ライフスタイルグループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

140140+5211058当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+30約+30約+10約+30約+20⼀過性損益

約110約110約+40約80約40⼀過性を除く業績

0
20

50

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓110

*1 2024年11⽉より持分⽐率を25.32%→25.29%に変更しております。
*2 同社決算発表が未了のため、 持分損益のFY24 Q1-3実績には、FY24 Q1-2実績を記載しております。

FY24 Q1-3実績は、当社通期決算発表時に開⽰します。

進捗率
73%



© 2025 Sumitomo Corporation

202020

持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

85776750-*2銅事業会社
0△189△189△98%54.17 マダガスカルニッケル事業会社

-*3-*39370%20.00マレーシアアルミニウム製錬事業会社
195237235296-*2豪州⽯炭事業会社
312312164*1187*1%49.00 南アフリカ鉄鉱⽯事業会社

36443646%30.00ブラジル鉄鉱⽯事業会社

FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約+110億円）の主な要因

アルミ
 マレーシアアルミニウム製錬⼯場⽕災の影響等

あり*5

豪州⽯炭事業
⾬季の影響等により計画通りQ4⽣産数量減

南アフリカ鉄鉱⽯事業
 Q4に持分利益計上あり

マダガスカルニッケル事業
当期持分損失を認識せず（別途、債務整理に

伴い、株主融資に係る⼀過性損失*4を計上）

アルミ
 アルミ価格上昇等

豪州⽯炭事業
⽯炭価格下落

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 Q1-3実績︓250億円）

160

300

80
180

0
100
200
300
400
500

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移*1 （単位︓億円）

FY23 合計︓720

主要指標 （単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（資源グループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

860890+91617526当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+100約+40約△10約△30約△20⼀過性損益

約760約850約+110約650約540⼀過性を除く業績

150

320

180

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓850

*1 南アフリカ鉄鉱⽯事業については持分損益を半期ごとに認識しており、Q1・Q3は持分損益を取り込んでおりません。
*2 持分⽐率の異なる複数の事業会社であるため、記載しておりません。
*3 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。
*4 詳細はP.30 「12. セグメント別補⾜情報（資源グループ）」を参照ください。
*5 現状は概ね復旧済み。

進捗率
76%
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持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

50493628%100.00 住友商事ケミカル
48444133-*スミトロニクスグループ
42423528%100.00 住商ファーマインターナショナル
2212△30%100.00SUMI AGRO EUROPE
28△69△2227%100.00 AGRO AMAZONIA
1296△6%100.00SUMMIT RURAL WA

FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約+50億円）の主な要因

基礎化学品
⽯化原料トレード 引き続き堅調に推移
硫酸トレード 市況軟化による減速

エレクトロニクス
堅調な半導体需要継続

ライフサイエンス
引き続き堅調に推移

アグリ事業
欧州 需要期における販売増
 ブラジルでの販売減 及び 関連損失

基礎化学品
⽯化原料トレード 販売増

エレクトロニクス
半導体需要の回復傾向に伴う販売増 

ライフサイエンス
医薬品関連取引・ペットケア関連事業 販売増

アグリ事業
市況下落や農家収⼊減に伴う需要減
前期の天候不順による影響継続

その他トピックス主な投資・⼊替実績

 ブラジル農業資材直販事業における追加の貸倒
損失をQ4に⾒込む

投資（FY24 Q1-3実績︓190億円）
 チリバイオ農薬製造・販売会社 出資

（2024年4⽉） 
⽶国有機化学品ディストリビューター 出資

ルーマニア農業資材直販会社 出資
（2024年6⽉）

 ベトナム農業資材直販会社 出資
（2024年10⽉）

⼊替
⽶国製薬事業 売却（2024年4⽉）

70 70

0

90

0

100

200

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓230

主要指標 （単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（化学品・エレクトロニクス・農業グループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

390240+33212178当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+30約△10約△20約+20約+40⼀過性損益

約360約250約+50約190約140⼀過性を除く業績

50 60
80

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓250

* 持分⽐率の異なる複数の事業会社であるため、記載しておりません。

進捗率
76%
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持分損益
持分⽐率

(2024年12⽉末)会社名 FY24 
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

776826677360-*2海外IPP/IWPP事業*1

599664519317-*2うち、アジア事業
66626044-*2うち、欧⽶事業

111100980-*2その他地域
130155115192%100.00 PACIFIC SUMMIT ENERGY

77944441%50.00 エルエヌジージャパン

FY24年度末までの⾒⽴て
（⼀過性を除く業績）

当期利益（⼀過性を除く業績）
増減（約+140億円）の主な要因

国内電⼒⼩売事業
 Q4は電⼒需要期であり収益増

海外IPP・IWPP
 アジア事業は強含みで推移、欧州洋上⾵⼒は

上期偏重、その他地域はメンテナンス等により
減速

ガスバリューチェーン
冬場需要期のビジネスもありQ4は収益増

国内電⼒⼩売事業
前年同期好調の反動

海外IPP・IWPP
 アジア・欧⽶事業における収益増

ガスバリューチェーン
前年同期ガストレード好調の反動

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 Q1-3実績︓480億円）
 インド都市ガス事業 出資（2024年4⽉）
国内外における再⽣可能エネルギー関連新規・

追加投資

190
250 230

330

0
100
200
300
400
500

Q1 Q2 Q3 Q4

⼀過性を除く業績 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓990

主要指標 （単位︓億円）

11. セグメント別業績概要（エネルギートランスフォーメーショングループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY24
通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

9701,020+261837575当期利益（親会社の所有者に帰属）

約+30約△30約+120約+30約△90⼀過性損益

約940約1,050約+140約810約670⼀過性を除く業績

310
240 250

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 通期⾒通し（2⽉）︓1,050

*1 海外IPP/IWPP事業全体における持分損益の合計です。
*2 持分⽐率の異なる複数の事業会社であるため、記載しておりません。

進捗率
77%
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熱延鋼板輸出価格（⽇）・ 熱延コイル先物（⽶）推移、リグ*数（⽶）推移

12. セグメント別補⾜情報（鉄鋼グループ）
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熱延鋼板輸出価格（⽇）
熱延コイル先物（⽶）
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原油等 ガス
合計 WTI（右軸）(リグ数(基)) (WTI($/bbl))

US$505/t
（2024年11⽉）

US$766/t
（2025年1⽉17⽇）

（US$/t）

リグ数︓580基
（2025年1⽉17⽇）

熱延鋼板輸出価格（⽇）・ 熱延コイル先物（⽶）推移 リグ*数（⽶）推移

（出所）財務省貿易統計、Bloomberg * ⽯油・天然ガス掘削装置（出所）Baker Hughes、Bloomberg
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オーストラリア
Summit Auto Lease Australia

インド
Munjal Kiriu Industries
SMAS Auto Leasing India

メキシコ
Kiriu Mexicana
Hirotec Mexico
TBC de Mexico

⽶国
SCオートモーティブエンジニアリング
Kiriu USA
ASAMA Coldwater Manufacturing
TBC

中東・北アフリカ
Toyota Al Iraq（イラク）
Toyota Libya（リビア）

タイ
Kiriu Thailand
Sumitomo Mitsui Auto Leasing & Service
Dunlop Tire Thailand
Summit Capital Leasing

フィリピン
Sumisho Motor Finance Corporation

エンジニアリングサービス
⾃動⾞部品製造
⾃動⾞流通販売
リース・レンタル・サブスクリプション
EV関連事業
タイヤ販売
オートファイナンス
駐⾞場
その他サービス

東アジア
六和桐⽣機械（中国）
冨⼠和機械⼯業（中国）
三益キリウ（韓国）

12. セグメント別補⾜情報（⾃動⾞グループ）
グループ事業展開図

欧州
Toyota Ukraine（ウクライナ）
Summit Motors Ukraine（ウクライナ）
Moto Pfohe EOOD（ブルガリア）
Summit Motors Slovakia（スロバキア）
Summit Motors Ljubljana（スロベニア）
Aimo Park（スウェーデン、ノルウェー、フィンランド）
Aimo Solution（スウェーデン）
Drive Electric（英国）

中央アジア
Toyota Central Asia
Summit Motors Central Asia

⽇本
SCオートモーティブエンジニアリング
SCTMエンジニアリング
浅間技研⼯業
キリウグループ
住友三井オートサービス
KINTO
MOBILOTS
Hakobune
Dexterity-SC Japan
エスシーマシナリアンドサービス
住商アビーム⾃動⾞総合研究所

インドネシア
Kiriu Indonesia
Asama Indonesia Manufacturing
Hino Motors Sales Indonesia
Hino Finance Indonesia
Oto Multiartha
Summit Oto Finance
Weeo
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強固な事業基盤と、⻑年に亘り蓄積したビジネスノウハウ・ベストプラクティスの共有、
経験豊富なグローバル⼈材を強みに、建機グループ経営の⾼度化を図り、更なる成⻑を⽬指す。

地域拡⼤

・ 新地域への進出
・ 地域ポートフォリオの最適化

商品多様化

・ 専⾨性の⾼い機械の導⼊
・ EV製品など新商材の獲得

顧客基盤拡⼤

・ 農業、港湾、ロジスティックス
・ インフラ、エネルギー産業

現場ソリューション

・ 建設SaaS
・ スマートマイニング

成⻑戦略 販売サービス事業

レンタル事業

主要事業

豊富な知⾒ 業界
ネットワーク

グローバル
40ヶ国／29社

⼈材
連結従業員数
約10,000名

グローバルでの経営実績に基づく信頼

12. セグメント別補⾜情報（輸送機・建機グループ）
建設機械事業「強み」を活かした成⻑戦略

アフリカ・欧州広域で建設・鉱⼭機械の代理店事業を展開するBIA Groupと、当社からの出資を
伴う戦略的資本提携契約を締結し、計約20ヶ国での事業に進出。
●BIA Group概要

本社︓ベルギー
主要事業︓コマツ製他建設・鉱⼭機械の販売・サービス代理店
展開地域︓アフリカ・欧州計約20ヶ国

●当社の役割・機能
北⽶・欧州・アジア地域などで培った経験・ノウハウの提供

︓建機事業展開地域
︓BIAとの提携を通じた進出地域

成⻑戦略

戦略を差別化する「強み」

成⻑戦略遂⾏状況（FY24）
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 グローバルに展開してきた約5,000haの総合開発実績を基盤として（宅地・⼯業
団地・サステナブルシティ等）、当社がもつ「総合商社ならでは」の多様な機能を
掛け合わせることで複合的な価値をもたらし、社会の豊かな暮らしを実現する。

 不動産とインフラの「拠点」「幹線」「エリア」各開発を掛け合わせた「都市総合開発」
を通じて、短・中・⻑期での利益拡⼤とグループの持続的な成⻑を⽬指す。

12. セグメント別補⾜情報（都市総合開発グループ）

トピックス︓英国地下鉄Elizabeth line運営事業受注（2024年11⽉）
本事業の特徴
• 英国最⼤の路線を運営する鉄道事業者The Go-Ahead Group Limited、東京メトロと共に、

英国ロンドン市交通局より地下鉄Elizabeth lineの運営事業を受注。
2025年5⽉より運営事業を開始予定。当社にとって英国鉄道事業は初の参画。

• エリザベス・ラインは故エリザベス⼥王の在位70周年での開通を記念し名付けられ、英国最⼤の乗客数を
誇りロンドンを代表する最も新しい路線。ロンドン⻄部に位置するヒースロー空港と、ロンドン中⼼部を経て
東部をつなぐもので、路線⻑は117キロメートル、41駅を有する。（乗客数︓年間2億⼈超）

都市総合開発事業 －⽬指す姿と成⻑戦略－
〜不動産とインフラの⼒で、地域と社会の暮らしを笑顔とやさしさで満たす〜

不動産ｘインフラ

グローバルｘ
都市総合開発

鉄道や空港、電気、⽔道等のユーティリティを含む基幹インフラの
整備と、その基盤上での不動産・エリア開発、タウンマネジメンサービス
の提供といった総合商社ならではの複合的な都市総合開発

⼈⼝増加・経済成⻑著しい市場や、⽇本と親和性の⾼い国を
ターゲットにしたグローバルベースでの多⾯展開

マニラLRT1号（鉄道事業） タンロン⼯業団地（⼯業団地開発）クラッシィタワー新宿御苑
（分譲マンション）

＜拠点開発＞ ＜幹線開発＞ ＜エリア開発＞
（出所︓ロンドン市交通局）写真右︓エリザベス・ラインPaddington駅での開通式典の様⼦

当社鉄道関連事業の歴史と今後 〜トレードからEPC、O&M、鉄道運営、そして周辺開発へ〜
• 1940年代に国内メーカーの鉄道⾞輪、⾞軸の輸出を開始したのち、東南アジア、⽶国、東アジアを中⼼に

鉄道部品の製造・販売や完成⾞両の輸出、建設⼯事（EPC）プロジェクトなどに展開。2009年には北
⽶で、2020年にはフィリピンで、鉄道O&Mへ参画するなど、⻑い歴史と多様な実績を持つ。

• 将来的には住友商事が取り組む様々な事業と連携し、鉄道に付随する事業や周辺開発にも展開を広げ
ることで、地域のさらなる経済発展に寄与することを⽬指す。
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成⻑戦略の着実な遂⾏と投下資本の積み増しにより
FY30にはデジタルSBUとして約400億円の利益規模を⽬指す。

成⻑戦略
① デジタル領域での更なる機能・規模の拡⼤
② グローバルベースでの事業基盤の拡充

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2030
イメージ

前中計 SHIFT 2023 今中計以降

デジタルSBU利益計画
（単位︓億円）

・・・

デジタル事業の成⻑戦略

産業・顧客課題

 拡充を続ける当社のデジタルケイパビリティとグローバル事業基盤、新規ビジネス開発機能を活⽤し、産業・顧客課題解決を図る。

通信・運輸流通・サービス

⾦融公共

製造

ユーティリティ

計画

成⻑イメージ

146 143 161 179

400規模

約200

12. セグメント別補⾜情報（メディア・デジタルグループ）

課題を解決するDX/ITソリューション提供

システム設計・開発 運⽤・BPOコンサルティング・顧客への提案

デジタルケイパビリティ

のグローバル産業知⾒と事業基盤

総合システムインテグレーター

GXコンサルティング デジタルマーケティングデータアナリティクス

・・・
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国内ヘルスケア 〜調剤薬局事業拡⼤による社会課題解決〜

Phase3 〜薬局ネットワークの形成へ〜

Phase2 〜在宅医療の強化〜

Phase1 〜調剤薬局事業基盤の拡⼤〜

業界Top Tierへ事業規模

超⾼齢化社会の中、地域⽀援体制の強化が必須になる。その⼀部として、在宅医療のニーズが
益々⾼まると予想。薬樹のノウハウを活⽤し、業界トップレベルの在宅調剤、服薬指導等の
サービスを提供する。在宅調剤の指標となる地域⽀援体制加算を⾼⽔準で取得している。

⾼齢化による医療費増⼤等の社会課題を予防医療・地域包括ケアの拡充によって解決すべく、
ドラッグストア・調剤薬局基盤拡⼤および周辺新規事業開発を推進

調剤併設型ドラッグストア「トモズ」を中⼼にカスタマーリレーションマネジメント・チェーンストア
オペレーションの強みを梃⼦に、基盤を拡⼤し、業界Top Tier⼊りを⽬指す。

 オペレーションの⾼度化・経営効率のアップ
 薬局ノウハウの横展開
 ⼈材確保
 医療機関誘致ノウハウ 等

薬局
ネットワーク

⼈材派遣サービス

データ活⽤薬剤調達効率化

 トモズを中⼼とした調剤薬局事業
基盤の拡⼤

 拡⼤した基盤に在宅調剤ノウハウを
横展開し、地域⽀援体制を強化

 地域包括ケアの担い⼿として
No.1の薬局ネットワークへ

Phase1

Phase2

加盟店ネットワークを構築し、薬剤調達の効率化や、医療⼈材派遣サービス、データ活⽤等を
⾏うことで、最適な医療を届ける。

事業領域

2021 2023 2025 2030 年度

Phase3

調剤薬局事業

在宅医療事業

調剤薬局向け
プラットフォーム事業

36.7%

約80%

100％

全国平均*

地域⽀援体制加算取得率

1993年 トモズ創業

2019年 アロスワンが当社グループに

100
店舗

150
店舗

500
店舗

「店舗網拡⼤によるスケールメリット最⼤化」
2023年 薬樹が当社グループに

2006年

2016年

*(出所) PHARMACY NEWSBREAK薬樹(当社グループ)

2024年

12. セグメント別補⾜情報（ライフスタイルグループ）

中⻑期的な成⻑戦略
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ムーザ鉄鉱⽯鉱⼭
（ブラジル）

セロベルデ銅鉱⼭
（ペルー）

プレスメタルアルミ
製錬⼯場（マレーシア）

アソマン鉄鉱⽯・マンガン
鉱⽯事業（南アフリカ）

12. セグメント別補⾜情報（資源グループ）
資源開発とそのバリューチェーン構築を通じて、当社ならではの価値を提供し、産業の発展と持続可能な社会の実現に貢献

 パートナーとの協業を通じ、需要の伸びが期待できる銅等の商品の収益基盤
を拡充

 市況商品デリバティブにおける専⾨性等も活⽤したトレード機能の⾼度化、
多岐にわたる優良な取引先基盤を強みとしたマーケットインによる上・中下流
⼀体の事業展開

 脱炭素や循環型社会といった社会課題解決に資するビジネスバリューチェーン
の構築

⾮鉄⾦属

コモディティ
ビジネス

⽯炭・
原⼦燃料

上流事業︓
鉱⼭の開発事業
 銅
 ⾦
 ニッケル
 銀・鉛・亜鉛
 アルミ
 ⽯炭
 鉄鉱⽯
 ウラン
 マンガン

中下流事業︓
トレードや加⼯・製造事業
▲

Ambatovy

Assmang

West Mynkuduk
（APPAK）

中部コールセンター
Epsilon Composite
炭素繊維複合材製造

Tri-Arrowsアルミ圧延

Morenci

Tizapa

Mineracao
Usiminas

Cerro Verde

Candelaria/
Ojos del Salado

Quebrada
Blanca

Press Metalアルミ製錬

Summit Energy & Resources
（⽯炭・鉄鉱⽯トレード）

Sakura合⾦鉄製造

Worsley
Northparkes

Hail Creek

Oaky Creek

Clermont

• 鉱⼭操業及び経営の経験
• 強固なパートナーシップ、グローバル

な顧客基盤
• デリバティブを含むオーダーメイドの

トレード機能提供

当社ならではの強み・機能の発揮
アルミ鉄鋼原料・

炭素

住商メタレックス
住商CRM
ペトロコークスジャパン

Jinlong Copper

Sumitomo Corporation
Global Commodities

AEGIS（⽯炭トレード）

5つのSBU

成⻑戦略 グループ事業展開図
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8
8

7 

FY23
Q1

FY23
Q2

FY23
Q3

FY23
Q4

FY24
Q1

FY24
Q2

FY24
Q3

⽣産量推移

 スラリーパイプラインの詳細検査を実施予定。今後の⽣産計画については当該検査結
果を以って精査していく。

 引き続き、株主として本事業の社会的意義や当社の責務もふまえつつ、昨今の市場
環境も織り込んで、あらゆる選択肢を俎上に載せて、関係ステークホルダーにとって最
適・最良な結果となるような⽅針を⾒定めていく。

12. セグメント別補⾜情報（資源グループ）

⽣産量（単位︓千MT）

 2023年12⽉末の補助プラントの不具合、 2024年9⽉末
スラリーパイプライン破損により前年同期⽐で⽣産量が減少。

定期修繕

ニッケル価格（左軸︓US$/lb）

ニッケル・コバルト価格推移

コバルト価格（右軸︓US$/lb）

個別事業の状況 アンバトビー ニッケルプロジェクト
FY24

通期⾒通し
（10⽉）

FY24
通期⾒通し
（2⽉）

増減FY24
Q1-3実績

FY23
Q1-3実績

②-①②①

0△189△91△189△98持分損益

7.927.75△1.397.679.06ニッケル価格（US$/lb）

精査中3万弱-2万強2万半ばニッケル⽣産量（MT）*1

13.4112.07△3.5411.6415.18コバルト価格（US$/lb）

約120約120約△10約120約130⽯炭（US$/MT）
主要副資材価格

約110約1100約110約110硫⻩（US$/MT）

FY24 Q1-3実績

今後の⾒通し

 FY24 Q3︓プロジェクト会社において、英国Restructuring Planに基づく債務整理⼿
続が完了し、プロジェクトファイナンスの債務は全額消滅。 これに伴い、当社連結決算
上、⾜元の状況を踏まえて株主融資の回収可能性を考慮した結果、189億円を損失
処理*2（内訳は以下参照）。尚、本債務リストラ⼿続きに関連する税効果約130億
円を計上するため、ネットの業績インパクトは約△60億円。

（内訳）拠出済み残⾼ ︓103億円
（うち、過年度分含む運転資⾦︓63億円、債権買取⽤資⾦︓40億円）
コミット済み未拠出分︓86億円

*1 アンバトビー ニッケルプロジェクト100%ベース。
*2 同損失処理後、本事業のエクスポージャーは、地場銀⾏からの借⼊に対する保証債務 約50億円となる。
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7000

FY20
実績

FY21
実績

FY22
実績

FY23
実績

FY24
⾒通し

… FY30
イメージ

利益計画(除く⼀過性)
投下資本

新技術・新潮流を捉えた新しい農業関連
ビジネス開発、推進
(クリーンファーミング、スマートファーミング、
次世代型農業⽣産）

次世代農業・イノベーション

農業⽣産者に対する総合的サービス提供
(農薬・肥料・種⼦・農機等農業資材の
直接販売及び関連サービス提供）

農業資材直販事業

アグリ事業SBUの概要

農薬のトレード・加⼯・輸⼊卸売販売、
バイオ農薬関連ビジネス開発

農薬トレード・ディストリビューション事業

 グローバルでの調達・販売・情報ネットワーク

 川上から川下へのバリューチェーンをカバー

• 世界の農薬市場の約80%へのアクセス
• ローカルニーズに適合した新たな技術・資材の提案が可能

• 1950年代に肥料、1970年代に農薬のトレード事業開始
• トレードでの知⾒を活かし、卸売事業、農家向け直販事業に進出
• 蓄積したノウハウを、農家提案、新規投資に活かし事業基盤

拡⼤、機能強化

現地卸売 直販製造 トレード

 市場環境悪化に伴う業績の落ち込みからターン
アラウンドを図り、成⻑戦略の着実な遂⾏を通じ、
FY30には400億円超の利益を⽬指す

 地理的拡⼤、チャネル多⾓化による事業基盤の拡⼤
 機能強化による収益性向上
 イノベーション分野での新規事業開発

12. セグメント別補⾜情報（化学品・エレクトロニクス・農業グループ）
成⻑ドライバーとしてのアグリ事業

75

140

中計2026 以降中計2020 SHIFT 2023

165

400超

60
約5

（単位︓億円）

当社アグリ事業の強み 成⻑戦略 成⻑イメージ

トピックス︓

2024年6⽉
ルーマニア農業資材直販事業会社 Naturevo S.R.L.を完全⼦会社化

2024年4⽉
チリバイオ農薬製造・販売会社 Bio Insumos Nativaへの出資

2024年10⽉
住商アグロインターナショナル株式会社による
ベトナム農業資材直販事業会社 Hop Tri Investment Corporationへの出資

主⼒商品の販促イベントHop Tri社本社
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12. セグメント別補⾜情報（エネルギートランスフォーメーショングループ）

⽣産

流通

消費

インドネシア地熱発電事業 ベルギー洋上⾵⼒発電事業

 各産業セクターのバリューチェーンを俯瞰し、⽣産から流通を経て消費まで、強固な事業基盤、数多くのエネルギーソリューション、
次世代エネルギーの事業化といった強みの連携で、地域ニーズを捉えた脱炭素と安定供給のエネルギーワンストップソリューションで社会に貢献します。

 森林事業
 蓄電事業・設備
 発電事業
 電⼒EPC
 ガスバリューチェーン・海洋海運

ベルギー
洋上⾵⼒発電事業

英国
洋上⾵⼒発電事業
天然ガストレード&マーケティング

スペイン
太陽光発電事業

フランス
洋上⾵⼒発電事業

ブラジル
FPSO事業

ガーナ
⽕⼒発電事業
FPSO事業

南アフリカ
陸上⾵⼒発電事業

インドネシア
⽕⼒発電事業
地熱発電事業
LNG事業

クウェート
⽕⼒発電・造⽔事業

ベトナム
⽕⼒発電事業
屋根置き太陽光発電事業

ロシア
森林事業

豪州
⽕⼒発電事業
LNG事業

フィリピン
⽔⼒発電事業

中国
陸上⾵⼒発電事業

ニュージーランド
森林事業

⽇本
蓄電事業
洋上・陸上⾵⼒発電事業
太陽光発電事業
⽕⼒発電事業
バイオマス発電事業
舶油（適合油）トレーディング
LNGバンカリング
国内電⼒トレーディング
LPG元売事業
LPG⼩売事業

グループ事業展開図

UAE
⽕⼒発電・造⽔事業

カタール
LNG事業

エジプト
陸上⾵⼒発電事業

バーレーン
⽕⼒発電・造⽔事業

タイ
⽕⼒発電事業

インド
再⽣可能エネルギー電源
開発・電⼒供給事業
都市ガス事業

⽶国
陸上⾵⼒発電事業
⽕⼒発電事業
太陽光発電/蓄電池事業
蓄電設備
LNG輸出事業
天然ガストレード&マーケティング
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13. 要約四半期連結包括利益計算書の概要

増減FY24 Q3実績
(2024/4-12)

FY23 Q3実績
(2023/4-12)

+2,55553,19750,643収益

+77010,5149,744売上総利益

△728△7,480△6,752販売費及び⼀般管理費

(△51)(△89)(△38)(うち、貸倒引当⾦繰⼊額)

△3△30固定資産損益

△19△159△140利息収⽀

+10131121受取配当⾦

+36239230有価証券損益

△2211,9132,134持分法による投資損益

+53△57△109その他の損益

+2235,2505,027税引前四半期利益

△46△769△723法⼈所得税費⽤

1774,4814,304四半期利益

四半期利益の帰属︓

+1244,1654,041親会社の所有者

+53317263⾮⽀配持分

△2,0014,5216,523四半期包括利益（親会社の所有者に帰属）

売上総利益
 ⾃動⾞流通販売事業 堅調に推移
 海外発電事業 既存事業における収益増

販売費及び⼀般管理費
 ⼈件費上昇の影響 等

有価証券損益
 ティーガイア売却関連益 等

持分法による投資損益
 前年同期 ⽶国タイヤ販売事業 直営⼩売事業売却に伴う⼀過性利益の反動減
 前年同期 航空機リース事業 保険⾦受領の反動減

FY24 Q3実績の概要（単位︓億円）
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増減FY24 Q3実績
(2024/4-12)

FY23 Q3実績
(2023/4-12)

△1,204 2,5833,787営業活動によるキャッシュ・フロー

+177 4,4814,304四半期利益

+159 1,6161,457減価償却費及び無形資産償却費

+221 △1,913△2,134持分法による投資損益

△58 1,7621,820配当⾦の受取額

△1,704 △3,364△1,660その他（営業資産・負債の増減等）

△2,253△4,169△1,916投資活動によるキャッシュ・フロー

△162 △742△580有形固定資産等の収⽀

△1,901△3,315△1,414投資・有価証券等の収⽀

△189 △11277貸付⾦の収⽀

△3,457△1,5861,871フリーキャッシュ・フロー

+3,983 1,704△2,279財務活動によるキャッシュ・フロー

14. 要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書の概要
（単位︓億円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
 コアビジネスが着実にキャッシュを創出
 JCOM、SMFL等 持分法投資先からの配当
 運転資⾦の増加

投資活動によるキャッシュ・フロー
 有形固定資産等の収⽀

事業会社設備投資 等
 投資・有価証券等の収⽀

ノルウェー洋上⾵⼒⽀援船保有・運⾏会社への出資
建設機械代理店企業 BIA Groupへの出資
SCSKによるネットワンシステムズ取得
インド都市ガス事業出資
政策保有株式の売却 等

財務活動によるキャッシュ・フロー
 借⼊⾦の増加、配当⾦の⽀払、⾃⼰株式取得 等

FY24 Q3実績の概要
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15. 要約四半期連結財政状態計算書の概要
増減FY24 Q3実績FY23末 実績

+10,487120,813110,326資産

+5,04657,40352,357流動資産

+2826,9616,679現⾦及び現⾦同等物

+2,13120,76418,632営業債権及びその他の債権

△4483,7674,215契約資産

+2,17017,03814,868棚卸資産

+9465,5254,579その他の流動資産

+5,44163,41057,969⾮流動資産

+1,59030,16928,579持分法で会計処理されている投資

△1244,7324,855その他の投資

+712,0852,014営業債権及びその他の債権

+3,77822,41418,636有形固定資産 / 無形資産 / 投資不動産

+7,47471,07763,603負債（流動/⾮流動）

+1,10818,75617,647営業債務及びその他の債務

+4111,7511,340契約負債

+4,93636,95332,017有利⼦負債（社債及び借⼊⾦）

(+4,643)(29,877)(25,234)* 上段はグロス、下段は現預⾦ネット後

+3,01349,73646,723資本

+2,49646,95144,455株主資本

1.4pt悪化38.9%40.3%株主資本⽐率（%）
±0.0pt 0.60.6DER（Net）

営業債権及びその他の債権（流動/⾮流動）
 増加︓貴⾦属価格上昇、為替の影響 等

棚卸資産
 増加︓貴⾦属取引、為替の影響 等

有形固定資産 /無形資産 /投資不動産
 増加︓SCSKにおけるネットワンシステムズ新規連結の影響

有利⼦負債
 増加︓借⼊⾦、為替の影響

株主資本
 増加︓四半期利益（親会社の所有者に帰属）、在外営業活動体の換算差額
 減少︓配当⾦の⽀払、⾃⼰株式の取得・消却 等

（単位︓億円） FY24 Q3実績の概要
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